
― 1 ―

【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年11月12日

【中間会計期間】 第35期中(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

【会社名】 株式会社ＪＰホールディングス

【英訳名】 JP-HOLDINGS,INC.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 坂 井 徹

【本店の所在の場所】 東京都港区港南一丁目２番70号

【電話番号】 03（6433）9515(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役 都 志 謙 治

【最寄りの連絡場所】 東京都港区港南一丁目２番70号

【電話番号】 03（6433）9515(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役 都 志 謙 治

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)



― 2 ―

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期

中間連結会計期間
第35期

中間連結会計期間
第34期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (千円) 20,763,385 21,650,971 43,325,923

経常利益 (千円) 2,755,810 3,179,990 6,617,311

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 1,773,462 1,971,388 4,284,697

中間包括利益又は包括利益 (千円) 1,817,288 1,984,020 4,385,652

純資産額 (千円) 20,325,323 23,870,084 22,935,888

総資産額 (千円) 35,790,989 35,941,645 38,209,054

１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) 20.73 23.02 50.07

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 56.8 66.4 60.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,761,239 1,364,309 6,268,023

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 16,280 58,422 49,547

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,787,120 △2,496,061 △4,441,723

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 20,733,869 21,545,988 22,619,318

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

また、当社グループは子育て支援事業を主要な事業としており、その他事業の占める割合が僅少のため、セグメ

ントごとの記載を省略しております。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

(経営成績の状況)

当中間連結会計期間（2026年４月１日～2026年９月30日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善ととも

に、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、中東情勢の緊迫化に伴うエネルギー供給不安や原油・原材料

価格の上昇に加え、物価上昇の継続が個人消費に及ぼす影響、自然災害・天候不順による影響など、先行きに不透

明感が残る状況が続いております。

当社グループが属する子育て支援事業を取り巻く環境におきましては、安心して結婚・出産・子育てができる社

会を目指し、こども家庭庁が主導する抜本的な少子化対策「加速化プラン」に基づく各ライフステージに応じた切

れ目のない支援が、段階的に開始されています。2024年10月の児童手当の高校生までの延長や所得制限撤廃を皮切

りに、2025年４月からは「出生後休業支援給付」や「育児時短就業給付」「妊婦のための支援給付」といった主要

施策が開始されました。さらに、当中間連結会計期間の期首にあたる2026年４月からは、親の就労を問わず時間単

位で預けられる「こども誰でも通園制度」の全国実施と、それを支える「子ども・子育て支援金制度」が本格的に

導入されました。

これにより、多様な保育ニーズへの対応が一段と進み、子育て支援業界のサービス拡充や市場活性化を後押しす

るプラス効果が生じるなど、少子化対策の枠組みが実効的なものとして構築されつつあります。

また、学童クラブにおいては待機児童が依然として解消されない状況にあり、育成環境の整備が急務となってお

ります。東京都が「東京都認証学童クラブ」の開設に向けた対応を行うなど、政府・自治体において子育てをしや

すい環境整備が引き続き促進されていることから、子育て支援事業の社会的な役割は、今後ますます重要性が増す

ものと考えられます。

一方、こうした政府・自治体による環境整備や待機児童解消に向けた様々な施策が推進される反面、少子化が加

速する地域においては児童数の獲得競争がより一層激化しております。そのため、当社グループにおきましても、

持続的な成長と更なる収益拡大に向けた構造改革を推し進めるとともに、国内外における新規事業の開発と早期収

益化に引き続き注力しております。

このような環境のもと、当社グループは、中期経営計画の目標に対する進捗状況及び外部環境の変化等を鑑み、

ローリング方式にて連結数値目標を見直すとともに、中期経営計画の重点目標に関しては、従来の「成長・競争優

位性の確立」「収益構造改革」「経営基盤改革」の方針を細分化し、新たに「人財開発・育成の拡充」を加えた新

体制のもとで各種施策を推進してまいりました。

事業戦略におきましては、「事業の多様性×専門性」「安定した財務体質」を軸に、新たな事業への挑戦と成長

を通じて、持続的かつイノベーティブなサービスを創出すべく取り組んでおります。
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当中間連結会計期間における重点目標ごとの主な取り組みは以下の通りです。

① 成長・競争優位性の確立

中長期の成長に向け、自治体と連携したALT（外国語指導助手）事業を熊本県・京都府・北海道で順次開始し

たほか、グローバルでの事業展開に向けた対応、既存事業及び新たな事業領域の拡大を捉えた積極的なM&Aの推

進、競争優位性としての学習プログラムの拡充に注力してまいりました。

また、乳児期・幼児期・学童期を一貫した子育て支援の確立に向け、保育園と学童クラブ・児童館が連携した

ドミナント戦略を展開しております。学童クラブ・児童館を現在の保育園と同等の200施設へ拡大すべく、新規

施設の受託や「東京都認証学童クラブ」の開設を積極的に推進いたしました。

さらに、新たな施設展開として、当中間連結会計期間の期首にあたる2026年４月に「ASC International

School 浦和美園」(認可外保育園)を開設いたしました。加えて、継続して取り組んでいる各自治体と連携した

子育て環境整備に向けた協定書の締結や、企業版ふるさと納税を活用した寄附等、地方創生に向けた様々な支援

活動を推進しております。

② 収益構造改革

事業構造の抜本的な見直しを行い、無駄な業務の是正やAI（人工知能）の積極的な活用により、施設運営及び

本部業務の効率化と収益性向上を図ってまいりました。今後も引き続き、業務プロセス改革や最新システムの導

入による更なる業務改善に繋げてまいります。

③ 経営基盤改革

市場環境や社会情勢の変化に左右されない強固で持続的な企業体質を構築すべく、単なるコスト削減にとどま

らない構造改革を実行しております。これにより、意思決定のスピードアップ、経営資源の最適配分、及びグル

ープガバナンスの強化を通じて、企業価値の最大化を図っております。

④ 人財開発・育成の拡充

当社グループの事業の要は「人」であるとの認識のもと、人財教育・研修体制の拡充に着手いたしました。優

秀な人財の確保・育成と従業員のエンゲージメント向上を通じて組織全体の意識改革を促すとともに、事業戦略

と密に連携させることで経営のスピードを一段と高めております。

新規施設の開設・受託につきましては、当中間連結会計期間において、認可外保育園としてインターナショナル

スクールを１園開設、認可保育園からこども園への移行５園、学童クラブ・児童館の新規受託12施設、東京都認証

学童クラブの新規開設２施設、公設・民営の学童クラブを東京都認証学童クラブへ移行10施設、特徴ある保育園と

して、認可保育園からバイリンガル保育園へ移行７園となり、各種施設の形態の移行を除き、インターナショナル

スクール(認可外)１園、学童クラブ・児童館12施設、東京都認証学童クラブ２施設を新規開設・受託しました。

また、新たな教育関連事業として、朝の見守り事業「プログラムコーディネート」業務、令和８年度アントレプ

レナーシップ育成プログラム企画等支援業務を新規受託しました。

（インターナショナルスクール）認可外保育園

ASC International School 浦和美園 （2026年４月１日）

（こども園）

認可保育園を認定こども園へ移行。

アスクみはらしの丘こども園 （2026年４月１日）

アスク白石こども園 （2026年４月１日）

アスク新琴似こども園 （2026年４月１日）

アスク愛子こども園 （2026年４月１日）

アスク大津京こども園 （2026年４月１日）
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（学童クラブ・児童館）

兵庫小学校きらきらこども （2026年４月１日）

高嶺小学校きらきらこども （2026年４月１日）

東郷小学校きらきらこども （2026年４月１日）

音貝小学校きらきらこども （2026年４月１日）

諸輪小学校きらきらこども （2026年４月１日）

春木台小学校きらきらこども （2026年４月１日）

江東きっずクラブ三大 （2026年４月１日）

練馬区立北町児童館学童クラブ （2026年４月１日）

足立区栗島学童保育室 （2026年４月１日）

三鷹市北野小学童保育所Ｂ分室 （2026年４月１日）

松原第２児童クラブＣ （2026年４月１日）

練馬区立北町児童館 （2026年４月１日）

（東京都認証学童クラブ）

東京都認証学童クラブとして、新規開設。

アスク学童クラブ綾瀬 （2026年４月１日）

アスク学童クラブ茗荷谷 （2026年４月１日）

（東京都認証学童クラブ）

公設・民営の学童クラブを東京都認証学童クラブへ移行。

調布市立おおまち第一学童クラブ （2026年４月１日）

調布市立おおまち第二学童クラブ （2026年４月１日）

調布市立ふじみだい学童クラブ （2026年４月１日）

調布市立たきざか第一学童クラブ （2026年４月１日）

調布市立たきざか第二学童クラブ （2026年４月１日）

調布市立しばさき公園北第一学童クラブ （2026年４月１日）

調布市立しばさき公園北第二学童クラブ （2026年４月１日）

目黒区鷹番小学校内学童保育クラブ （2026年４月１日）

足立区竹の塚学童保育室 （2026年４月１日）

麹町こどもクラブ （2026年４月１日）

(バイリンガル保育園)

認可保育園を、ネイティブ英語講師を配置した「バイリンガル保育園」に移行。

アスク バイリンガル保育園 山下町 （旧名称：アスク山下町保育園） （2026年４月１日）

アスク バイリンガル保育園 新杉田 （旧名称：アスク新杉田保育園） （2026年４月１日）

アスク バイリンガル保育園 吉野町 （旧名称：アスク吉野町保育園） （2026年４月１日）

アスク バイリンガル保育園 おおたかの森（旧名称：アスクおおたかの森保育園）（2026年４月１日）

アスク バイリンガル保育園 かなでのもり第二 （2026年４月１日）

（旧名称：アスクかなでのもり第二保育園）

アスク バイリンガル保育園 石神井台 （旧名称：アスク石神井台保育園） （2026年４月１日）

アスク バイリンガル保育園 長崎一丁目 （旧名称：アスク長崎一丁目保育園） （2026年４月１日）
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（その他）

朝の見守り事業「プログラムコーディネート」業務 (2026年４月１日)

令和８年度アントレプレナーシップ育成プログラム企画等支援業務 (2026年４月１日)

※１：2026年３月末をもって「アスク宮前平えきまえ保育園」を閉園しました。また、公設・民営の「川口市立青木保育所」、学童ク
ラブの「プレディ日本橋」は、契約期間満了により2026年３月末をもって撤退しました。

その結果、2026年９月末における保育園の数は196園、こども園11園、インターナショナルスクール(認可外保育

園)１園、学童クラブ118施設、東京都認証学童クラブ12施設、児童館17施設、交流館２施設となり、子育て支援施

設の合計は357施設となりました。

以上より、当社グループの連結売上高は21,650百万円(前年同期比4.3%増)、営業利益は3,116百万円(同14.8%

増)、経常利益は3,179百万円(同15.4%増)、親会社株主に帰属する中間純利益は1,971百万円(同11.2%増)と増収・

増益となり、過去最高を更新しました。

売上高におきましては、新規施設の開設(インターナショナルスクール、東京都認証学童クラブ)・受託(学童ク

ラブ・児童館、新たな受託事業)、新規事業としてのALT事業の展開、補助金の最大化に向けた対応、前期と比較し

て公定価格の変更等により、前年同期比4.3%増と増収となりました。

営業利益及び経常利益におきましては、上記の新規施設の開設・受託、新規事業としてのALT事業の展開等によ

る増収ならびに離職率の抑制・独自の採用活動による紹介手数料や物価高騰に対応した仕入体制の変更による費用

抑制等により、営業利益は前年同期比14.8%増、経常利益は前年同期比15.4%増と増益となりました。

親会社株主に帰属する中間純利益におきましても、上記の通り新規施設の開設・受託、新規事業としてのALT事

業の展開、補助金の最大化に向けた対応等により収益拡大を図るとともに運営の効率化によるコスト軽減等によ

り、前年同期比11.2%増と増益となりました。

(財政状態の状況)

当中間連結会計期間末の財政状態につきましては、総資産は35,941百万円（前期末比2,267百万円減）となりま

した。

流動資産は25,811百万円（同2,151百万円減）となりましたが、これは、主に未収入金が1,133百万円、現金及び

預金が1,073百万円減少したこと等によるものであります。

固定資産は10,129百万円（同116百万円減）となっております。これは、主に繰延税金資産が229百万円増加した

一方で、建物及び構築物が236百万円、長期貸付金が105百万円減少したこと等によるものであります。

負債合計は12,071百万円（同3,201百万円減）となりました。

流動負債は8,512百万円（同2,301百万円減）となりましたが、これは、主に未払法人税等が123百万円増加した

一方で、未払金が1,407百万円、その他が533百万円、１年内返済予定の長期借入金が493百万円減少したこと等に

よるものであります。

固定負債は3,558百万円（同899百万円減）となっております。これは、主に長期借入金が938百万円減少したこ

と等によるものであります。

当中間連結会計期間末の純資産合計は23,870百万円（同934百万円増）となっておりますが、これは、主に利益

剰余金が900百万円増加したこと等によるものであります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の獲得

1,364百万円、投資活動による資金の獲得58百万円、財務活動による資金の支出2,496百万円により、前連結会計年

度末に比べ1,073百万円減少し21,545百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金の獲得は1,364百万円(前中間連結会計期間は2,761百万円の獲得)となっております。

これは、税金等調整前中間純利益が3,189百万円、未収入金の減少額が1,136百万円、減価償却費が295百万円、

前受金の増加額が109百万円ありましたが、未払金及び未払費用の減少額が1,621百万円、法人税等の支払額が

1,329百万円、その他が378百万円あったこと等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の獲得は58百万円(同16百万円の獲得)となっております。

これは、長期貸付金の回収による収入が126百万円ありましたが、有形固定資産の取得による支出が76百万円あ

ったこと等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金の支出は2,496百万円(同2,787百万円の支出)となっております。

これは、長期借入金の返済による支出が1,431百万円、配当金の支払額が1,064百万円あったことによるものであ

ります。

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(4) 経営方針・経営戦略等

当社グループを取り巻く環境は、保育園における待機児童の解消が概ね進み、少子化が加速する地域においては

園児の獲得競争が激化しているものの、学童クラブにおいては待機児童問題が依然として深刻化しており、育成環

境の整備が喫緊の課題となっております。

一方、政府・自治体においては、こども家庭庁が主導する少子化対策「加速化プラン」に基づく各種給付制度に

加え、当中間連結会計期間の期首にあたる2026年４月からは「こども誰でも通園制度」の全国実施や「子ども・子

育て支援金制度」が本格的に導入されるなど、多様な保育ニーズへの対応と市場活性化を後押しする実効的な枠組

みが構築・推進されており、子育て支援事業の社会的役割は今後さらに重要性を増すものと考えております。

当社グループは、このような構造的な変化を的確に捉え、社会環境の変化や多様化する保護者ニーズに柔軟に対

応した、さらなる子育て支援の質的向上による「選ばれ続ける園・施設づくり」を最重要課題として取り組んでお

ります。

今後のさらなる業容拡大に向けましては、保育園と学童クラブ・児童館を連携させたドミナント戦略による受託

拡大、2026年４月に開設した「ASC International School 浦和美園」を足がかりとしたインターナショナルスク

ール（認可外保育園）の運営・拡充を推進してまいります。

さらに、労働力不足を解消する「人材紹介・派遣事業」や、熊本県・京都府・北海道等での「ALT事業」をはじ

めとする多角的な新規事業の早期収益化、及びグローバル展開に向けた先行投資を戦略的に実行しつつ、ローリン

グ方式により見直した中期経営計画の４つの重点目標（成長・競争優位性の確立、収益構造改革、経営基盤改革、

人財開発・育成の拡充）に基づき、無駄な業務の是正やAI活用による運営の効率化を推し進め、持続的な成長と企

業価値の最大化に向けた各種施策を力強く推進してまいります。
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(長期経営ビジョン)

当社グループは、2018年８月８日に公表いたしました「長期経営ビジョン」における2025年３月期売上高（連

結）1,000億円の目標につきまして、当初計画策定時から新型コロナウイルス感染症の拡大により、新しい生活様

式から在宅勤務の普及など働き方が大きく変わるとともに、出生率の急激な低下により少子化が加速するなど、公

表した時点から外部環境が著しく変化していることから、売上高（連結）目標は維持するものの達成期日を設定し

ない目標といたします。

このような先行き不透明な状況下でありますが、今後の持続的な成長を捉え、子育て関連企業や異業種との業務

提携・資本提携を積極的に推進することで、新規事業の開発・業容拡大を図り、「長期経営ビジョン」売上高（連

結）1,000億円の達成に向け邁進してまいります。

そのために、以下を重点目標として掲げ、推進してまいります。

＜重点目標＞

売上高目標（連結）：1,000億円を目指す。

イ．子育て支援事業の更なる質的成長と既存事業の拡大

（学習プログラムの拡充、周辺事業の強化）

ロ．事業構造改革による経営基盤の強化

ハ．新しいビジネス価値の創出

（新規ビジネスの開発、子育て支援の周辺事業を絡めた業務提携・資本提携）

（中期経営計画 2027年３月期～2029年３月期）

当社グループでは、政府による少子化対策として子育て環境の整備を拡充する一方で、少子化が加速するな

ど、外部環境の変化を鑑み2025年５月13日にローリング方式にて中期経営計画(2026年３月期～2028年３月期)を

策定し、重点目標に「成長・競争優位性の確立」「収益構造改革」「経営基盤改革」を掲げ、持続的な成長と更

なる企業価値向上を目指してまいりました。

具体的には、自治体と連携した新たな事業展開や海外事業の強化・推進を図るとともに、英語を軸とした新規

事業として、2026年４月の運営開始に向けALT事業及びインターナショナルスクール（認可外保育園）の準備を

推進してまいりました。

また、乳児期・幼児期・学童期を一貫した子育て支援体制の確立に向け、保育園と学童クラブ・児童館と連携

したドミナント戦略により、現在の学童クラブ・児童館を２倍の200施設へ拡大すべく、新規施設の受託及び

2026年４月に運営を開始した「東京都認証学童クラブ」の開設を積極的に推し進めました。これらの取り組みを

通じ、既存事業及び事業領域の拡大と合わせて積極的なM&Aの推進、競争優位性としての学習プログラムの拡充

や新業態の新設、保護者の困りごとを解決する様々な差別化戦略により、子育て支援を取り巻く社会問題の解決

に努めております。

中期経営計画（2026年３月期～2028年３月期）のローリングについて、様々な施策の奏功や効率的な経営体制

の構築、補助金の最大化により、2026年３月期は増収・増益、過去最高益を達成するとともに中期経営計画の最

終年度である2028年３月期の営業利益目標を前倒しで達成いたしました。これを受け、2027年３月期連結業績予

想の公表に併せて、ローリング方式にて連結数値目標の見直しを行ったものです。

なお、中期経営計画の重点目標に関しては、従来の「成長・競争優位性の確立」「収益構造改革」「経営基盤

改革」の方針を細分化し、新たに「人財開発・育成の拡充」を加えました。事業戦略として「事業の多様性×専

門性」「安定した財務体質」を軸に、新たな事業への挑戦と成長を通じて、持続的かつイノベーティブなサービ

スを創出してまいります。

当社は今後も経営環境の変化に柔軟に対応するため、原則として毎期改定を行うローリング方式の３ヵ年の中

期経営計画を策定してまいります。
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＜中期経営計画の重点目標＞

構造改革と事業改革による、成長に向けた積極的な新規事業の開発、M&Aの推進、システム化等によるインフ

ラ整備、盤石な事業基盤の構築、それらを支える「人財」の育成により、新たなサービス価値を創出し、競争優

位性を確立するとともに事業を通じて社会問題を解決することで、持続的な成長を目指してまいります。

イ．成長・競争優位性の確立

中長期の成長に向け、自治体と連携したALT事業ならびに国内のみならずグローバルな事業強化、既存事

業及び新たな事業領域の拡大を捉えた積極的なM&Aの推進、競争優位性としての学習プログラムの拡充や新

業態・新規施設の新設・受託、保護者の困りごとを解決する様々な差別化戦略を推進する。

１）グローバル事業の早期展開と収益化

・優良な現地企業と連携した送り出し機関の設置や海外(東南アジアを中心)での施設運営による規模拡大

を図る

・様々な日本の教育プログラムや国内で培ってきた子育て支援のノウハウを活用し、東南アジア地域にお

いて多角的に事業を展開する

・現地の教育機関(大学等)と連携し、優秀な人財を確保することでALT事業の更なる拡大と語学学校・オン

ライン学習などの周辺事業を展開する

２）国内外の専門人材の派遣・紹介事業の規模ならびに収益拡大

・有能な外国人就労者において送り出し機関との連携と営業体制強化により収益拡大を図る

・当社グループの子育て支援のノウハウを活用し、国内の専門人材である「保育士・看護師」の紹介・派

遣事業の基盤づくりと収益拡大を図る

３）既存事業の拡大を捉えた「選ばれ続ける園・施設づくり」の推進

・質の高い学習プログラムの拡充、特徴ある保育園としての「バイリンガル保育園」「モンテッソーリ式

保育園」「スポーツ保育園」「インターナショナルスクール(認可外保育園)」の拡充を図り、子どもた

ちの将来の可能性を拡げる様々な取り組みを実践する

・子育て環境の整備に向けた地域との連携強化による「マイ保育園制度」(これから子どもを産み、育てよ

うとする方へのサポート)や卒園児の継続的な繋がりとしてアスクっこサークルを全園で展開する

・新たな学習プログラムとして、保育園・学童クラブへ探究学習を導入する

４）ドミナント戦略に基づく学童クラブ・児童館を保育園と同等に拡大、ならびに学童保育の待機児童解消

に向けた対応強化

・乳児期・幼児期・学童期の一貫した子育て支援体制の確立に向け、学童クラブ・児童館を保育園と同等

の200施設へ早期に拡大する

・学童保育の待機児童解消に向け、「東京都認証学童クラブ」を積極的に開設する

５）保護者の困りごとならびに社会問題解決に向けた新たな事業展開

・業務提携先である株式会社ダスキンと連携した子育て支援事業の早期事業化を図る

・課外の時間を活用した習い事事業の拡充を図る(英語・体操・音楽教室など)

・子どもたちの未来に向けた独自の学習プログラム、企業・自治体と連携した探究学習や新たな子育て支

援事業の創出を図る

６）積極的なM&Aの推進

・子育て支援業界の環境が変化するなか、今後の業界再編を捉え、同業企業及び業容拡大に向けた子育て

に関連する周辺企業やシナジー効果が得られる企業を対象に積極的なM&Aを推進する
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ロ．収益構造改革

事業構造を見直し、ムダな業務の是正、AI活用による運営の効率化による収益性向上を図る。また、業務

プロセス改革やシステム導入による更なる業務改善を図る。

１）経営の効率化、コスト削減

・システム化、AI活用、人員配置の最適化、収支管理強化及びコストコントロールの徹底、データを活用

した運営管理、ムダな業務是正による業務の効率化などにより間接コストの軽減を図る

２）収益基盤の強化

・規制緩和や補助金制度の変更を捉えた様々な施策を実践する

・ドミナント戦略として、乳児期・幼児期・学童期を一貫してサポートする子育て支援体制を確立するこ

とで、人員の最適化、運営の効率化、子育てサポート体制の拡充を図る

ハ．経営基盤改革

市場環境や社会情勢の変化に左右されない、強固で持続的な企業体質を図るべく、単なるコスト削減に留

まることなく、抜本的な構造改革により、意思決定のスピード、経営資源の最適配分、及びガバナンスの強

化を通じて、企業価値の最大化を図る。

１）経営管理の高度化

・データに基づいた迅速な経営判断を可能にする基幹システムの統合による業務プロセスの刷新を図る

・グローバル視点でのガバナンス体制の整備・強化、現場完結型の業務・運営管理体制の確立、リスク管

理の徹底とコンプライアンス意識の向上により、組織全体のマネジメントをより効率的かつ効果的に実

行することで、総合的な経営基盤の強化を図る

２）事業ポートフォリオの最適化

・事業の収益性と成長性を評価し、将来性のある成長分野へ経営資源を優先的に集中投下することで、事

業ポートフォリオの最適化を図る

３）SDGs及び環境改善に向けた取り組み強化

・子育て支援を起点とした社会貢献活動、環境に配慮した事業運営を図る

・当社グループは自治体と相互の連携を強化し、双方の資源を有効に活用し子育て環境の整備・拡充を図

る

ニ．人財開発・育成の拡充

当社の事業の要は「人」であることから人財教育・研修体制を拡充するとともに、優秀な人財確保・育成

と従業員のエンゲージメントを向上させることで意識改革に繋げる。また、事業戦略と連携することで経営

のスピードを高める。

１）人財育成、風土刷新

・人財の基盤づくりとしての研修の拡充、意識改革による風土刷新を図り、従業員のモチベーション向上

と離職率の抑制を図る

２）AIトランスフォーメーションによる人財開発の刷新

・AIによる個別最適化された教育と業務支援データの活用により、社員一人ひとりの生産性とスキルを最

大化させ、組織全体の戦略的な意思決定を高度化する

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

(6) 研究開発活動

該当事項はありません。
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(7) 従業員数

① 連結会社の状況

当中間連結会計期間において、業容拡大のため、子育て支援事業において75名増加しております。

なお、従業員数は就業人員数であります。

② 提出会社の状況

当中間会計期間において、業務の効率化により人員配置の適正化を図り、当社における従業員数は、２名減少

しております。

なお、従業員数は就業人員数であります。

(8) 主要な設備

① 当中間連結会計期間に主要な設備の変動はありません。

② 前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、除却等の計画について、当中間連結会計期間に

変更はありません。

(9) 経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について、主に以下の事項が考えられます。

① 国や地方自治体の子育て支援政策及び市場環境の変化

子育て支援事業における国や地方自治体の政策方針の変化は、当社グループの業績に大きな影響を与えます。

政府の施策により保育の受け皿整備が進んだ結果、待機児童数は年々減少しております。一方で、女性の社会進

出や雇用の流動化を背景に保育ニーズは根強く、市場規模は維持されているものの、少子化の加速に伴い、エリア

によっては園児の獲得競争の激化や淘汰が進むことが想定されます。

これに対し、学童クラブにおいては待機児童問題が依然として深刻であり、特に東京都においてはその状況が顕

著です。これに対応すべく、行政側では「東京都認証学童クラブ」の制度が本格的に開始されており、育成環境の

整備が急務となっています。

また、政府が主導する「加速化プラン」に基づき、2026年４月からは「こども誰でも通園制度」の全国実施や

「子ども・子育て支援金制度」が導入されるなど、子育てを社会全体で支える実効的な施策が推進されており、政

策の動向は当社グループの事業機会に直接的な影響を及ぼします。

② 「選ばれ続ける園・施設づくり」と一時的なコスト発生

当社グループは、競争環境の激化に対応するため、受入児童数増加に向けた学習プログラムの拡充、地域と連携

した子育て支援活動、保育の質的向上に注力しております。さらに、エリアドミナント戦略に基づき、保育園と学

童クラブ・児童館を連携させることで、乳児期から学童期までを一貫して支える体制を構築し、「選ばれ続ける

園・施設づくり」を推進しております。

施策の進捗に伴い、保育園の新規開設や学童クラブ・児童館の新規受託、既存施設での受け入れ拡大が急激に進

む場合があります。その際、開園・受託に伴う初期投資や、保育士等の人財確保に要する採用費・人件費などのコ

ストが一時的に急増し、短期的に利益が減少する恐れがあります。ただし、これらは中長期的な収益基盤の拡大に

資するものと考えております。

③ 第２の事業の柱の構築（新規事業・M&A・海外展開）

当社グループは、持続的な成長と企業価値向上を図るべく、中核である子育て支援事業に続く「第２の事業の

柱」の構築及び積極的なM&Aを推進しております。これら新規領域への投資により、状況によっては一時的な費用

増加が発生する可能性がありますが、その後の飛躍的な事業拡大を目指しております。

・人材紹介・派遣事業

国内の深刻な労働力不足の解消に向け、技能・技術を有する有能な外国人の派遣及び特定技能外国人の支援事

業を推進しております。さらに、現地の送り出し機関と連携した外国人就労者の紹介事業を展開しているほか、

当社グループのノウハウを活用し、保育士・看護師・介護士といった専門人材を国内企業へ紹介・派遣する事業

の拡大により、さらなる業容と収益の拡大を図ってまいります。
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・海外事業及びグローバル展開

現地の教育機関や国内外の自治体と連携したALT事業を熊本県・京都府・北海道などで順次展開しておりま

す。これらと連携した優秀な外国人材の活用、海外での子育て支援事業の検証、国内においては、2026年４月に

開校した「ASC International School 浦和美園」をはじめとする保護者ニーズの高いインターナショナルスク

ール（認可外保育園）の運営・拡充を進めております。

・自治体連携・新業態開発

認可保育園における新たなサービスや業態の開発・拡充を進めるとともに、グループの持つ多様なノウハウを

活用し、全国の自治体と連携した地方創生や子育て環境整備に向けた新たな事業を力強く推進してまいります。

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。



― 13 ―

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 295,000,000

計 295,000,000

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 87,849,400 87,849,400
東京証券取引所
（プライム市場）

単元株式数は100株で
あります。

計 87,849,400 87,849,400 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年９月30日 － 87,849,400 － 1,603,955 － 1,127,798
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ダスキン 大阪府吹田市豊津町１－33 26,989,100 31.50

ジェイ・ピー従業員持株会
愛知県名古屋市中村区名駅２丁目38－２オーキ
ッドビル７階

5,489,859 6.41

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号 赤坂インター
シティＡＩＲ

4,396,300 5.13

ほがらか信託株式会社信託口Ａ
－１

東京都千代田区麹町４丁目８ 麹町クリスタル
シティ９階

3,219,100 3.76

王 厚龍 大阪府大阪市中央区 2,320,000 2.71

山口 洋 愛知県名古屋市名東区 1,496,900 1.75

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD
AC ISG (FE-AC)
（常任代理人 株式会社三菱UFJ
銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON
EC4A 2BB UNITED KINGDOM
（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号）

1,042,503 1.22

BNP PARIBAS
LUXEMBOURG/2S/JASDEC/FIM/LUXEM
BOURGFUNDS/UCITS ASSETS
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店）

33 RUE DE GASPERICH, L-5826
HOWALD-HESPERANGE, LUXEMBOURG
（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

961,000 1.12

野村信託銀行株式会社
（投信口）

東京都千代田区大手町２丁目２－２ 940,900 1.10

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 920,300 1.07

計 ― 47,775,962 55.76

(注) １．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,055,100株

野村信託銀行株式会社（投信口） 940,900株

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 886,900株

２．上記のほか当社所有の自己株式2,175,530株があります。

３．2021年11月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ベイリー・ギフォード・アン

ド・カンパニー及びその共同保有者であるベイリー・ギフォード・オーバーシーズ・リミテッドが2021年11

月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日現在におけ

る実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

ベイリー・ギフォード・
アンド・カンパニー

カルトン・スクエア、1グリーンサイド・
ロウ、エジンバラ EH1 3AN スコットラ
ンド

4,140,000 4.71

ベイリー・ギフォード・
オーバーシーズ・リミテ
ッド

カルトン・スクエア、1グリーンサイド・
ロウ、エジンバラ EH1 3AN スコットラ
ンド

131,700 0.15

４．2026年８月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ＳＭＢＣ日興証券株式会社及び

その共同保有者である三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社が2026年８月14日現在で以下の株式を所

有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認がで

きませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

ＳＭＢＣ日興証券株式会
社

東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 2,726,528 3.10

三井住友ＤＳアセットマ
ネジメント株式会社

東京都港区虎ノ門一丁目17番１号 虎ノ門
ヒルズビジネスタワー26階

1,837,200 2.09
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,175,500

完全議決権株式(その他) 普通株式 85,637,800 856,378 －

単元未満株式 普通株式 36,100 － －

発行済株式総数 87,849,400 － －

総株主の議決権 － 856,378 －

(注)１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15,000株（議決権150個）

含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、自己名義所有株式が30株含まれております。

② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ＪＰホールディングス

港区港南１丁目２番
70号

2,175,500 - 2,175,500 2.48

計 － 2,175,500 - 2,175,500 2.48
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数
(株)

就任年月日

取締役 都志 謙治
1962年
５月５日

1986年４月 コモンズ㈱入社

1988年12月 ㈱西武百貨店入社

2003年８月 サミー㈱入社

2005年４月 ㈱セガ会長・社長室広報部部長

2007年８月 セガサミーホールディングス㈱広報部長兼ス

ポーツフェローシップ部長

2008年４月 ㈱マツモトキヨシホールディングス入社

2015年９月 シダックス㈱入社 広報室長

2017年９月 当社入社 社長室広報課次長

2018年９月 当社広報IR部長

2019年４月 ㈱日本保育サービス広報IR部長

2019年７月 当社経営企画本部副本部長

㈱日本保育サービス経営企画本部広報IR部長

2019年９月 ㈱日本保育サービス経営戦略本部副本部長

2020年７月 当社経営企画本部長

㈱日本保育サービス取締役 兼 経営企画本

部長

㈱日本保育教育総合研究所企画管理部長

2021年７月 ㈱ジェイキッチン企画管理部長

2021年10月 当社経営戦略本部長

2022年４月 ㈱日本保育サービス取締役 兼 経営戦略本

部長

2023年１月 ㈱ジェイキッチン広報部長

㈱日本保育教育総合研究所広報部長

2023年４月 当社執行役員

㈱日本保育サービス取締役

㈱ジェイキッチン取締役

㈱日本保育教育総合研究所取締役

2025年10月 当社執行役員 兼 経営企画部長

㈱日本保育サービス取締役 兼 経営企画部長

(現任)

㈱ジェイキッチン取締役 兼 経営企画部長

(現任)

㈱日本保育教育総合研究所取締役 兼 経営企

画部長（現任）

㈱子育てサポートリアルティ経営企画部長

2026年１月 ㈱ワンズウィル代表取締役社長（現任）

2026年６月 当社取締役（現任）

2026年９月 ㈱子育てサポートリアルティ代表取締役社長

兼 経営企画部長（現任）

(注)２ 10,054
2026年
６月26日

取締役
（監査等委員）

住本 和司
1960年
11月29日

1983年４月 ㈱ダスキン 入社 九州業務推進室配属

2003年12月 同社クリーンサービス企画部長

2012年４月 同社レントオール事業部長

2014年６月 同社取締役

2019年４月 同社取締役常務執行役員

2020年６月 同社取締役ＣＯＯ

2026年４月 同社顧問（現任）

2026年６月 当社取締役（現任）

(注)３ －
2026年
６月26日

(注) １．住本和司氏は、社外取締役であります。

２．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、2026年３月期に係る定時株主総会終結の時から2027

年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３．監査等委員である取締役の任期は、2026年３月期に係る定時株主総会終結の時から2028年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。
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（２）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役 勝又 英博 2026年６月26日

取締役（監査等委員） 矢板 賢 2026年６月26日

取締役（監査等委員） 山村 輝治 2026年６月26日

（３）役職の異動

該当事項はありません。

（４）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性10名 女性1名 （役員のうち女性の比率9.1％）
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第４ 【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人東海会計社による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,619,318 21,545,988

受取手形及び売掛金 72,524 137,786

棚卸資産 ※1 55,637 ※1 48,484

未収入金 4,489,134 3,355,517

その他 726,841 724,238

貸倒引当金 △147 △107

流動資産合計 27,963,309 25,811,909

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2 12,359,074 ※2 12,263,184

減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,082,398 △9,223,357

建物及び構築物（純額） 3,276,675 3,039,827

機械装置及び運搬具 203 203

減価償却累計額 △203 △203

機械装置及び運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 ※2 1,674,399 ※2 1,700,817

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,278,600 △1,342,535

工具、器具及び備品（純額） 395,799 358,281

土地 184,621 184,621

有形固定資産合計 3,857,095 3,582,729

無形固定資産

のれん 15,192 －

その他 12,400 9,882

無形固定資産合計 27,593 9,882

投資その他の資産

投資有価証券 706,104 764,812

長期貸付金 2,106,704 2,000,812

差入保証金 1,809,245 1,799,056

繰延税金資産 1,439,483 1,668,743

その他 300,043 304,222

貸倒引当金 △525 △525

投資その他の資産合計 6,361,056 6,537,123

固定資産合計 10,245,745 10,129,736

資産合計 38,209,054 35,941,645
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 185,654 133,906

1年内返済予定の長期借入金 2,496,050 2,002,862

未払金 3,477,578 2,070,072

未払法人税等 1,341,933 1,465,589

未払消費税等 95,390 100,400

賞与引当金 955,546 1,020,120

資産除去債務 9,026 －

その他 2,253,673 1,719,992

流動負債合計 10,814,854 8,512,942

固定負債

長期借入金 2,797,891 1,859,889

退職給付に係る負債 1,041,906 1,078,993

資産除去債務 606,640 607,861

その他 11,873 11,873

固定負債合計 4,458,312 3,558,617

負債合計 15,273,166 12,071,560

純資産の部

株主資本

資本金 1,603,955 1,603,955

資本剰余金 1,577,681 1,588,051

利益剰余金 20,336,780 21,237,688

自己株式 △642,659 △632,371

株主資本合計 22,875,758 23,797,322

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,143 25,380

繰延ヘッジ損益 432 －

退職給付に係る調整累計額 52,490 42,700

その他の包括利益累計額合計 56,065 68,081

非支配株主持分 4,064 4,680

純資産合計 22,935,888 23,870,084

負債純資産合計 38,209,054 35,941,645
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

売上高 20,763,385 21,650,971

売上原価 16,542,957 17,002,838

売上総利益 4,220,428 4,648,133

販売費及び一般管理費 ※ 1,504,930 ※ 1,531,855

営業利益 2,715,497 3,116,277

営業外収益

受取利息 50,345 67,071

その他 15,108 13,828

営業外収益合計 65,454 80,900

営業外費用

支払利息 19,927 12,342

支払手数料 4,734 4,737

その他 479 108

営業外費用合計 25,141 17,188

経常利益 2,755,810 3,179,990

特別利益

固定資産売却益 － 232

資産除去債務戻入益 － 9,026

特別利益合計 － 9,259

特別損失

固定資産除却損 23 46

特別損失合計 23 46

税金等調整前中間純利益 2,755,787 3,189,203

法人税、住民税及び事業税 1,322,687 1,451,121

法人税等調整額 △340,138 △233,922

法人税等合計 982,549 1,217,198

中間純利益 1,773,237 1,972,004

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に
帰属する中間純損失（△）

△224 615

親会社株主に帰属する中間純利益 1,773,462 1,971,388
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【中間連結包括利益計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

中間純利益 1,773,237 1,972,004

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 51,121 22,237

繰延ヘッジ損益 △1,155 △432

退職給付に係る調整額 △5,915 △9,789

その他の包括利益合計 44,051 12,015

中間包括利益 1,817,288 1,984,020

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 1,817,513 1,983,404

非支配株主に係る中間包括利益 △224 615
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 2,755,787 3,189,203

減価償却費 320,996 295,802

のれん償却額 15,192 15,192

株式報酬費用 7,034 12,918

資産除去債務戻入益 － △9,026

貸倒引当金の増減額（△は減少） △373 △40

賞与引当金の増減額（△は減少） 77,405 64,573

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 20,381 21,931

受取利息及び受取配当金 △50,345 △67,071

支払利息 19,927 12,342

固定資産除却損 23 46

固定資産売却損益（△は益） － △232

売上債権の増減額（△は増加） 20,128 △65,262

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,476 7,152

未収入金の増減額（△は増加） 1,838,574 1,136,969

仕入債務の増減額（△は減少） △37,186 △51,747

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △922,035 △1,621,675

未払消費税等の増減額（△は減少） 8,620 5,009

前受金の増減額（△は減少） 209,542 109,995

その他 △214,468 △378,739

小計 4,066,730 2,677,341

利息及び配当金の受取額 14,499 28,378

利息の支払額 △19,358 △11,886

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,300,631 △1,329,524

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,761,239 1,364,309

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △149,843 △76,193

有形固定資産の売却による収入 － 232

無形固定資産の取得による支出 △1,000 －

差入保証金の差入による支出 △2,544 △768

差入保証金の回収による収入 16,331 8,253

長期貸付金の回収による収入 127,905 126,977

保険積立金の解約による収入 8,000 －

事業譲渡による収入 ※2 17,430 －

その他 － △80

投資活動によるキャッシュ・フロー 16,280 58,422
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(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △1,771,396 △1,431,190

配当金の支払額 △1,020,724 △1,064,871

非支配株主からの払込みによる収入 5,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,787,120 △2,496,061

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,601 △1,073,329

現金及び現金同等物の期首残高 20,743,470 22,619,318

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 20,733,869 ※1 21,545,988
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

※１．棚卸資産の内訳

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

商品 25,828千円 20,950千円

原材料及び貯蔵品 29,808千円 27,533千円

計 55,637千円 48,484千円

※２．固定資産圧縮記帳

国庫補助金等受入により取得価額から直接減額した価額の内訳

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

建物及び構築物 18,863千円 24,446千円

工具、器具及び備品 210千円 1,260千円

計 19,073千円 25,706千円

(中間連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

給料手当 311,917千円 294,244千円

接待交際費 214,707千円 313,065千円

賞与引当金繰入額 76,925千円 78,793千円

退職給付費用 3,956千円 3,644千円

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金 20,733,869千円 21,545,988千円

現金及び現金同等物 20,733,869千円 21,545,988千円

※２．事業譲渡による収入は、2025年３月期に実施した株式会社ワンズウィルが営む派遣事業に関する事業の一部

を株式会社ASIAN RISINGへ譲渡した未収入金の回収によるものであります。
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,026,491 12.0 2025年３月31日 2025年６月25日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,070,480 12.5 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは「子育て支援事業」を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載

を省略しております。

(金融商品関係)

金融商品の中間連結貸借対照表計上額その他の金額のうち、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があっ

たものについて、当中間連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と

時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(有価証券関係)

有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

当社グループにおけるデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

当社グループは、「子育て支援事業」を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、セ

グメント情報の記載を省略しております。また、売上高は顧客との契約から生じる収益であり、その区分は概ね単

一であることから、収益を分解した情報の重要性が乏しいため注記の記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益金額 20円73銭 23円02銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益金額(千円) 1,773,462 1,971,388

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益金額(千円)

1,773,462 1,971,388

普通株式の期中平均株式数(株) 85,557,291 85,653,645

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年11月12日

株式会社ＪＰホールディングス

取締役会 御中

監査法人東海会計社

愛知県名古屋市

代表社員
業務執行社員

公認会計士 大 島 幸 一

代表社員
業務執行社員

公認会計士 池 田 龍 矢

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社JPホー

ルディングスの2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026

年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益

計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社JPホールディングス及び連結子会社の2026年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の



― 30 ―

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


